

第３期柏市障害者基本計画（中期計画（平成27年度～平成29年度））・第４期柏市障害福祉計画

平成27年度実績報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２８年７月２８日（木）　　　　

保健福祉部　障害福祉課

１．進捗評価のポイント

進捗管理対象事業については，各事業をＡ～Ｄの4つで評価する。

　　　Ａ：かなり達成できた

　　　Ｂ：まあまあ達成できた

　　　Ｃ：あまり達成できなかった

　　　Ｄ：達成できなかった
実績の数字だけでなく，取組状況や目的への貢献度等も加味して評価。

※数値の基準日は全て平成２８年３月３１日現在。

※福祉計画の詳細な数値については，別表に記載（資料１補足）
２．柱ごとの進捗状況


１．目標
　福祉意識の普及・啓発に努めるとともに，ボランティア活動・福祉団体の活動など，地域福祉活動の促進を図り，障害や障害者への理解と交流を促進する。

２．施策体系

　◎啓発・広報活動の充実

　　　　　障害への理解を深めるための啓発の充実

　　　　　福祉教育の充実

　◎協働による福祉活動の充実

　　　　　ボランティア活動の推進，福祉人材の育成

　　　　　障害関係団体との連携強化

３．進捗管理対象事業の達成状況
	指標名
	年度
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29

	障害への理解を深めるイベントの開催件数(件）

（障害福祉課）
	目標
	
	
	23
	24
	25

	
	実績
	20
	15
	25
	
	

	障害者地域交流推進事業の実施地区数（地区）

（社会福祉協議会）
	目標
	
	
	5
	10
	15

	
	実績
	4
	2
	5
	
	

	夏季ボランティア体験者数（人）（社会福祉協議会）
	目標
	
	
	450
	500
	550

	
	実績
	333
	584
	572
	
	

	ボランティア登録数（人）

（社会福祉協議会）
	目標
	
	
	3,550
	3,700
	3,850

	
	実績
	3,405
	3,626
	3,746
	
	


４．各事業別の評価

①障害への理解を深めるイベントの件数（担当部署評価：Ｂ）　

　11月～12月にかけて，特別支援学校の関係者によるコンサートや，障害者の場作りに関するワークショップや講演会等7件のイベントを実施した。地域の中学校や高校，障害福祉サービス事業所と協力し，障害者と地域をつなげるようなイベントとした。併せて，差別解消法に関する啓発活動を駅前で行った。

　28年度も同様に関係機関等を連携し，イベントを実施する予定である。27年度は周知期間や計画期間が短いものもあったため，28年度は企画や周知を早めに行うようにする。

②障害者地域交流推進事業（担当部署評価：Ａ）

　 各開催地区の要望に合わせたプログラムを構成し，26年度から実施している地区については，より発展的な内容になるよう調整した。

　今後は，障害者施設等と連携を図り，懇談会や座談会形式で開催していく予定である。

③夏季ボランティア体験者数（担当部署評価：Ｂ）

　中学校に職員が直接訪問し，積極的に周知活動を行った。参加者数は前年度よりも下回っているが，受入施設や団体については，年々増加している。

　今後も積極的に啓発を行い，更なる拡充を目指していく。

④ボランティア登録者数（担当部署評価：Ｂ）
　年間3回のボランティア入門講座を実施するとともに，日常生活課題に対応するボランティア育成講座についても実施した。

　今後は，入門講座と体験をセットにし，より活動につながるようにマッチングを行っていく。また，メール等を活用し，積極的に情報提供を行っていく。
○その他（障害者差別解消法関係）

  平成28年度から障害者差別解消法が施行されることに伴い，市職員向けに，職員対応要領を策定し，所属長級及び担当リーダー級の職員研修を実施するとともに，市民向けに出前講座や講演会等を実施した。
　今後は，平成28年度中に障害者差別解消支援地域協議会を設立し，事例の共有や助言等を通じて，紛争解決や対応力向上に努めていく。

５．福祉計画の関連事業

　　○地域生活支援事業
　　　①理解促進研修・啓発事業

　　　②自発的活動支援事業

　　　③生活訓練等事業

≪福祉計画の全体評価≫

　自発的活動支援事業については，市内の障害者団体に補助金を交付し，自発的な活動を促している。現在９団体に対して交付しており，今後も引き続き，支援をしていく。

　生活訓練については，目標値よりも低い数値になっているが，これは，事業を減らした関係で実績値が目標値よりも低くなっている。

６．柱全体の評価

　


１．目標
　障害者が悩みや不安を抱えたときに，身近な場所で気軽に相談でき，必要な情報を確実に得ることができるような体制の充実を図る。障害者に配慮した情報を提供するために，情報バリアフリーを進める。また，国や県の動向を踏まえながら，権利擁護体制の充実を図る。

２．施策体系

　◎情報提供・意思疎通支援の充実

　　　　　情報提供の充実

　　　　　意思疎通支援の充実

　◎相談支援・ケアマネジメント体制の充実

　　　　　相談支援体制の充実　

　　　　　ケアマネジメント体制の充実

　◎権利擁護体制の充実

      虐待防止体制の充実

　　　　　権利擁護体制の充実・強化

３．進捗管理対象事業の達成状況
	指標名
	年度
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29

	意思疎通支援事業利用者数（人）

（障害福祉課）
	目標
	
	
	105
	107
	110

	
	実績
	103
	109
	115
	
	

	委託相談支援事業所の委託箇所数（箇所）

（障害者相談支援室）
	目標
	
	
	5
	6
	7

	
	実績
	4
	4
	5
	
	

	指定相談支援事業所の増加数（箇所）

（障害福祉課）
	目標
	
	
	26
	28
	30

	
	実績
	20
	29
	29
	
	

	相談支援専門員の登録数（人）

（障害福祉課）
	目標
	
	
	60
	70
	75

	
	実績
	54
	54
	73
	
	

	虐待防止に関する勉強会の開催回数（回）

（障害者相談支援室）
	目標
	
	
	3
	3
	3

	
	実績
	1
	5
	3
	
	


４．各事業別の評価
①意思疎通支援事業利用者数（担当部署の評価：Ｂ）

　登録者数も増え，実際の派遣件数も手話通訳・要約筆記を合わせて872件と昨年度よりも178件増加している。これは，講座等において，要約筆記制度の周知をした結果，要約筆記利用者が増えたことが一つの要因として考えられる。

　28年度からは利用者の利便性向上のため，①登録制の廃止により，緊急時に迅速に対応できるようにする，②健聴者からの派遣申請を可能にする，などの制度変更を行い，より多くの方が手話通訳・要約筆記を使いやすいようにしていく。
②委託相談支援事業所の委託箇所数（担当部署の評価：Ａ）

　委託相談支援事業所は，計画どおり平成２６年度の４箇所から，平成２７年度に新たに１箇所増え，５箇所とした。委託に当たっては，特定の地域や障害に偏らないことを考慮しながら，計画相談を通したケアマネジメントに実績のある事業所を選定できた。委託相談支援事業所には，その他の相談支援事業所の人材育成の役割を市と協働で担うこととし，月に1回相談支援連絡会(市内の相談支援事業所の研修や情報交換の場)を開催し，事例検討や研修を実施した。28年度については，他の事業所向けの研修についても，積極的に参画してもらう予定である。

③指定相談事業所の増加数（担当部署の評価：Ａ）
　事業所の箇所数は，目標値に達しており，今後は事業所の数の増加とともに，研修などを行い，質の向上を目指していく。
④指定相談支援専門員の登録数（担当部署の評価：Ａ）

　相談支援専門員の数は着実に増加している。今後も引き続き，有資格者で未就業者の掘り起こしを行うとともに，認定研修受講資格を持つ方に対し，積極的に資格取得をするよう促し，登録者数を増やしていく。
　また，研修などで質の向上を目指し，サービス等利用計画・障害児支援利用計画の策定率をあげていく。

⑤虐待防止に関する勉強会の開催回数（担当部署の評価：Ａ）

　3回虐待防止に関する研修会を実施したが，各研修とも50名以上の参加者があり，内容も好評であった。

　28年度においても，研修会を実施していく予定である。今後は，研修に参加していない事業所にどのように働きかけをしていくかなどが課題となる。

５．福祉計画の関連事業

　　　①福祉施設の入所者の地域生活への移行

　　　②入院中の精神障害者の地域生活への移行【県事業】

　　　③計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援

　　　④障害児相談支援

　　○地域生活支援事業
　　　⑤相談支援事業

　　　⑥意思疎通支援事業

　　　⑦手話奉仕員養成研修事業

　　　⑧専門性の高い意思疎通支援事業

　　　⑨点字・声の広報等発行事業

　　　⑩奉仕員養成・研修事業

≪福祉計画の全体評価≫

　福祉施設の入所者の地域生活への移行は，平成２７年度中の移行者はグループホームへの１名となっている。施設入所からの地域移行については，目標値として平成２９年度末までに２４名と設定しているが，入所者本人及びその家族の意向を踏まえて，目標達成ありきにならない対応をする。

　入院中の精神障害者の地域生活への移行は，実施主体の県の事業を受託し，市内で精神障害者地域移行支援協議会を主催しているたんぽぽセンターと連携し，入院医療機関等や障害福祉サービス事業所との取組を進めていく。その取組の中で地域移行支援や地域定着支援の利用も進めていく。

　計画相談支援・障害児相談支援においては，プランの策定の進捗率もほぼ１００％になっているが，プランの質の向上が求められる。

　点字の広報は，点字を読める人が減少し，利用者が徐々に減っている。

６．柱全体の評価

　


１．目標

　障害者が住み慣れた地域で在宅生活を続けられるように福祉サービスの充実を推進するとともに，ニーズに対して的確な対応ができるようきめ細やかなサービス提供体制の確立を図る。また，通所施設などの日中活動の場の充実やグループホーム等の居住の場の確保などに努める。
２．施策体系

　◎「居住の場」の拡充

　　　　　多様な住まいの確保と居住の支援

　　　　　障害者の地域生活を支える拠点機能の整備

　◎日常生活の支援

　　　　　在宅サービスの充実

　　　　　障害者の外出支援の推進

　　　　　緊急時対応サービスやレスパイトの強化

３．進捗管理対象事業の達成状況
	指標名
	年度
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29

	グループホームの定員数（人）（障害福祉課）
	目標
	
	
	204
	221
	238

	
	実績
	170
	199
	214
	
	

	住宅改造費の助成件数（件）

（障害者相談支援室）
	目標
	
	
	6
	6
	6

	
	実績
	2
	1
	5
	
	


４．各事業別の評価
①グループホームの定員数（担当部署評価の評価：Ａ）

　定員数も着実に増加している。しかし，依然として潜在的なグループホームに対するニーズがあるため，今後も関係法人と連携し整備を進めていく。

　

②住宅改造費の助成件数（担当部署の評価：Ｂ）

　実績は，ほぼ目標値どおりとなっている。一方で，本制度と類似制度の居宅生活動作補助用具(日常生活用具の住宅改修費)の平成２７年度実績も５件ある。今後は両制度の一本化も含めて運用を検討する。　

５．福祉計画の関連事業
　　　①福祉施設の入所者の地域生活への移行

　　　②入院中の精神障害者の地域生活への移行【県事業】

　　　③地域生活支援拠点等の整備

　　○訪問系サービス
　　　④居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・重度障害者等包

　括支援

　　○日中活動系サービス
　　　⑤生活介護

　　　⑥自立訓練（機能訓練・生活訓練）

　　　⑦療養介護

　　　⑧短期入所（福祉型・医療型）

　　○居住系サービス
　　　⑨共同生活援助（グループホーム）

　　　⑩施設入所支援

　　○地域生活支援事業
　　　⑪相談支援事業

　　　⑫日常生活用具給付費等事業

　　　⑬移動支援事業

　　　⑭日中一時支援事業

　　　⑮訪問入浴サービス事業

　　　⑯自動車運転免許取得・改造助成事業

≪福祉計画の全体評価≫

　訪問系サービスは，利用ニーズの増加とともに，全体的には計画値より実績値が上回っている。

　日中活動系サービスは，特に短期入所へのニーズが高く，計画値を実績値が大きく上回っている。

　居住系サービスは，グループホーム利用者が年々増えている。施設入所支援は，地域移行や入所者の死亡等により平成２７年度は７名の退所がある一方で同数の７名が新たに入所したため，平成２６年度末と同数の１９５人で推移しており，計画値の１９３人をわずかに上回っている。

６．柱全体の評価
　


１．目標

　柏市障害福祉就労支援センター（ハートフルワーク柏）を中心として，ハローワークや就労支援機関と連携して就労支援を進めるとともに，安定した雇用の継続のため，就職後の支援体制を充実させていく。
２．施策体系

　◎就労支援体制の充実

　　　　　就労支援の充実

　　　　　就職後の支援の充実

　　　　　多様な就労形態への支援

　◎生涯学習活動の充実

　　　　　文化活動・生涯学習活動への参加促進

　　　　　スポーツ・レクリエーション活動への参加促進

３．進捗管理対象事業の達成状況
　

	指標名
	年度
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29

	企業（柏市内）における障害者雇用率（％）

（障害福祉就労支援センター）
	目標
	
	
	1.75
	1.85
	2.0

	
	実績
	1.67
	1.69
	2.02
	
	

	障害福祉就労支援センターと就労支援機関との連携による就職者数（人）

（障害福祉就労支援センター）
	目標
	
	
	15
	17
	20

	
	実績
	13
	10
	25
	
	

	庁内における物品の調達実施部署数（課）

（障害福祉就労支援センター）
	目標
	
	
	25
	27
	30

	
	実績
	23
	29
	29
	
	


４．各事業別の評価

①企業（柏市内）における障害者雇用率（担当部署の評価：Ａ）

　松戸公共職業安定所や柏商工会議所等と連携し，障害者雇用の普及・啓発を図った結果，前年度実績と比較し，0.33％増につながるとともに，全国の雇用率平均を上回る結果を残した。
　28年2月に開催した企業セミナーには46社が参加し，障害者雇用に関する相談も多くあり，普及・啓発に大きな効果があった。今後も引き続き，セミナー等を活用しながら関係機関と連携をしながら普及・啓発を進めていく。
②障害福祉就労支援センターと就労支援機関との連携による就職者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当部署の評価：Ａ）

　自立支援協議会はたらく部会において，議論を重ねたことにより就労支援機関との連携が充実し，目標値を上回る結果となった。

　今後は，平成30年4月から精神障害者の雇用義務化が予定されていることから，精神・発達障害者の就労支援のあり方を検討・協議していく予定である。

③庁内における物品の調達実施部署数（担当部署の評価：Ｂ）

　事業所の紹介冊子を作成・配布し，周知に努め，商品力アップの研修会や販売会を実施したことにより普及・啓発と理解が図られた。結果として発注部署数は増えたが，売上としては減少した。

　今後は販売会等の企画を検討し，販売機会を拡充し，新たに商品の表示研修等を実施することにより，事業所の商品や品質の向上を図っていく。

　また，はたらく部会等を通して事業所間の連携強化を図り，共同での業務受注やシェア等により効率性の高い業務提携等を検討していく。
５．福祉計画の関連事業

　　　①福祉施設の入所者の地域生活への移行

　　　②入院中の精神障害者の地域生活への移行【県事業】

　　　③福祉施設から一般就労への移行等

　　○日中活動系サービス　

　　　④就労移行支援

　　　⑤就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

　　○地域生活支援事業
　　　⑥地域活動支援センター事業　


≪福祉計画の全体評価≫

　福祉施設から一般就労への移行は，就労移行支援の利用が計画値より実績値がわずかに下回っている。一般就労者数は年々着実に増加し，平成２７年度実績は５７人だったが，目標値（６０人)にはわずかに及ばなかった。就労継続支援A型はほぼ目標値の実績値となっており，就労継続支援Ｂ型は計画値を実績値が上回っている。地域活動支援センターは，障害福祉サービス事業所に移行する事業所があることから，実施箇所数や利用実績とも計画値を下回っている。
６．柱全体の評価
　


１．目標

　障害の早期発見や早期療育のため，母子保健事業及び児童福祉事業を推進する。障害の特性，育ちのニーズに応じた成長の支援を進める。乳幼児期から成人期まで切れ目のない支援を行うため，保健・福祉・医療・教育の支援体制の充実を図る。
２．施策体系

　◎保健・療育等の充実

　　　　　障害の早期発見・早期支援

　　　　　保育園・幼稚園等支援の充実

　◎学齢期への支援

　　　　　インクルーシブ教育システムの構築

　　放課後等支援の充実

３．進捗管理対象事業の達成状況
　

	指標名
	年度
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29

	こども発達センター利用者数（人）

（こども発達センター）
	目標
	
	
	1,250
	1,300
	1,300

	
	実績
	1,165
	1,263
	1,362
	
	

	児童発達支援を行っている市内事業所の定員総数（人）

（こども発達センター・障害福祉課）
	目標
	
	
	100
	120
	140

	
	実績
	80
	100
	125
	
	

	巡回相談の件数（件）（教育研究所）
	目標
	
	
	300
	303
	306

	
	実績
	297
	237
	148
	
	


４．各事業別の評価
①こども発達センター利用者数（担当部署の評価：Ａ）
　利用者数は年々増加していっている。早期の段階で利用している子ども達に対して，適切な相談・支援に繋げることができている。また，柏市障害児等療育支援事業の取組により，幼稚園・保育園等への支援にも取り組んでいる。

　28年度も増え続ける利用者に対し，適切な支援が提供できるよう支援方法を変更するなど工夫をして取り組んでいく。また，柏市障害児等療育支援事業についても，新設の児童発達支援センターと連携を強化していく。
②児童発達支援を行っている市内事業所の定員総数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当部署の評価：Ａ）

　民間の児童発達支援センターの開設があり，順調に定員総数は拡大していった。今後も民間のセンターと連携しながら，療育環境の整備を図っていく。

　また，支援の量的な充足を目指すことと並行して，支援の質の向上を目指していく。

③巡回相談の件数（担当部署の評価：Ｂ）

　巡回相談の件数が大幅に減少しているが，特別支援教育コーディネーターを中心とした校内支援体制が確立されてきたためである。

　28年度は県の特別支援アドバイザーの派遣条件が変わるため，巡回相談の件数も増える見込みである。

　今後は，就学相談の経過観察，特別支援学級の要請や研修訪問，教育支援員の適正配置に関わる学校訪問等も巡回相談の件数に含め，障害のある児童生徒の支援の充実に努めていく。　

５．福祉計画の関連事業

　　○障害児通所支援
　　　①児童発達支援・医療型児童発達支援

　　　②放課後等デイサービス　　

　　　③保育所等訪問支援

　　○地域生活支援事業
・障害児等療育支援事業
≪福祉計画の全体評価≫

　全体的に利用者の数が増加しており，特に放課後等デイサービスは，利用者数及び事業所ともに増加が著しく，サービス利用の伸び率も高くなっている。
６．柱全体の評価

　


１．目標

　中途障害や障害の重度化，二次障害等に対する予防対策を充実する。また，障害者（児）の健やかな心身を保てるよう，医療機関と連携を図りながら保健・医療体制を充実させる。精神障害者の地域生活を促進・支援するために，精神保健を充実させる。
２．施策体系

　◎健康管理等の支援

　◎医療・ケア体制の充実

　◎精神保健の充実

　　専門的体制と相談支援の強化

　　精神疾患や精神保健に関する普及啓発

３．進捗管理対象事業の達成状況
	　指標名
	年度
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29

	精神保健に関する講座等参加者数（人）

（保健予防課）
	目標
	
	
	350
	380
	400

	
	実績
	315
	372
	556
	
	


４．各事業別の評価
①精神保健に関する講座等参加者数（担当部署評価：Ｂ）

　市民講座や一般公開型の酒害教室等，実施方法を工夫したことにより，参加人数の増加に繋がった。

　28年度は，市民講座と一般公開型の酒害教室をタイアップさせ，さらに多くの市民が参加できるような講座運営をしていく。また，精神保健福祉担当者連絡会議は，関係者の連携やネットワーク構築を強化するため，研修だけでなく，事例検討も取り入れていく。
５．福祉計画の関連事業

　　　①入院中の精神障害者の地域生活への移行【県事業】

　　○地域生活支援事業

　　　②生活訓練等事業（再掲）

≪福祉計画の全体評価≫

　入院中の精神障害者の地域生活への移行は，実施主体の県の事業を受託し，市内で精神障害者地域移行支援協議会を主催しているたんぽぽセンターと連携し，入院医療機関等や障害福祉サービス事業所との取組を進めていく。その取組の中で地域移行支援や地域定着支援の利用も進めていく。

(再掲)
６．柱全体の評価

　


１．目標
　防災・防犯や災害時等における支援体制の整備・確立を図り，地域で安全に・安心して暮らしていけるまちづくりを推進する。
２．施策体系

　◎安全対策（防災，防犯等）の推進

　◎福祉のまちづくり

　　　　　バリアフリー化等の推進

　　　　　公共交通の利便性の確保

３．進捗管理対象事業の達成状況
	　指標名
	年度
	Ｈ25
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29

	避難行動要支援者名簿登録者数（同意者）
	目標
	
	
	1,280
	1,300
	1,320

	
	実績
	1,253
	1,196
	1,319
	
	


４．各事業別の評価
①避難行動要支援者名簿登録者数（同意者数）

　広報かしわによる周知や未登録者に対して，個別に通知をした結果，前年度よりも登録者が増加した。今後は，取組ができていない町会に対して，働きかけをおこない，Ｋ－Ｎｅｔの啓発活動をしていく。

５．福祉計画の関連事業

　　なし

６．柱全体の評価

　

資料１








【柱１】福祉意識の醸成と支えあいの環境づくりの推進





障害理解に関するイベント数も増えており，地域での交流も着実に増えている。また，差別解消法が施行されたため，今後も引き続き，市民や職員に向けて啓発を行っていく。





【柱２】情報提供・相談，権利擁護体制の確立





　相談支援体制に関しては，各種事業も概ね目標値に向けて伸びてきているが，今後は，個々の相談支援機関を結びつけ，柏市における障害者の相談支援体制を構築することが求められる。本プランの重点事業であり，平成２９年度に整備予定の地域生活支援拠点施設におけるコーディネイト機能と基幹相談支援センター機能を関連付けて，本機能を中心とした相談支援体制を構築する。その中で，地域移行への取組も併せて進めていく。





【柱３】暮らしを支えるサービスの充実





　「入所施設から地域生活へ」の施策の流れとともに，自宅で生活するかたのホームヘルパーや短期入所の利用や，入所施設にかわる居住サービスとしてのグループホームの利用が増加している。


　平成２９年度に整備予定の地域生活支援拠点施設では，緊急対応としての短期入所及び２４時間の相談受付，入所施設や精神科病院から地域移行する場合や親元からの自立を目指す場合の体験型のグループホームが新たに稼動するため，既存のサービスと有機的に連携する仕組みを拠点施設が中心となって構築されることが必要となっている。





【柱４】誰もが働きやすく，活動しやすい環境づくりの推進





　福祉施設から一般就労への移行は，目標値をわずかに下回ったものの，障害者雇用全体では，障害者雇用率は前年度より上昇し，目標値を達成した。今後も就労関係事業所と連携し，就労移行支援の利用や一般就労への取組を進めていくとともに，販売会の実施により，就労継続支援B型等の福祉的就労の場における工賃向上の取組も進め，様々な就労のタイプに応じた就労支援を行っていく。





【柱５】子どもの成長への支援








　早期発見・早期療育を進める中で，乳幼児期の早期から児童発達支援等で療育を受けるこどもが増加している。こども発達センターや民間の児童発達支援センターを中心として，児童発達支援事業者同士の交流や療育の質の向上を図る必要がある。また，療育の必要なこどもが通園する幼稚園や保育園に対する制度を活用した巡回支援，就学時の教育機関と連携した支援，就学後の放課後活動の支援など，こどものライフステージに応じた支援を進めていく必要がある。





【柱６】健康・医療体制の充実





　健康管理などの支援は，高齢化に伴う障害も増えてきているため，障害の予防や重度化等にも力を入れていく。


　医療的ケアが必要な障害者(児)への支援は，平成２５年度に立ち上げた障害児等医療的ケア支援連絡会を継続して実施し，関係者のネットワーク化を図ると共に，医療的ケアの支援に実績のある事業所に相談支援事業を委託するなど相談支援体制の強化を図っている。また日中一時支援事業への医療的ケア加算の創設や市内の医療型短期入所事業所開設支援などレスパイトサービスでも前進した。今後は医療的ケアに対応できるホームヘルパーの育成など担い手の確保に取り組む必要がある。


　精神保健分野では，各種講座の参加者数も年々増加している。今後も引き続き，精神障害者地域移行支援協議会の場などを活用し，関係機関と連携してネットワークを強化していく。





【柱７】安全・安心な生活環境の整備








今年度Ｋ－Ｎｅｔの登録者数も増え，今後も引き続き，町会等を対象に説明会を行っていくとともに，避難行動要支援者を想定した避難訓練も地域と連携して，今後実施していく予定である。また，二次的避難所の設営や運営方法については，今後検討していく必要がある。


　災害時の連絡体制については，モバイル端末の未利用者等には，なかなか情報が行き届かないことがあり，情報発信ツールや手段の拡充を目指す。


 










